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Trends and Issues Regarding “The End 
of Life Care Support at Home by mul-
tiple occupations” Research

＜研究ノート＞

在宅看取りにおける専門職の支援に関する
研究の動向と課題
-高齢者の在宅移行期の支援と在宅看取り
に至る支援に焦点を当てて-

横浜国立大学大学院　環境情報学府　博士課程後期

池水　亜由美

要旨

 日本では高齢化とともに死亡者数も年々増加し、看取り先の確保が困難となっている現状がある。現在は病院での死亡率が

80％を占める一方で多くの終末期医療に関する調査では、国民の約 60％は治る見込みのない病気になった場合の最期を迎え

る場所として自宅を希望しているが、同時に最後まで自宅での療養は困難とも考えている。社会的つながりが弱い高齢者も増

加しており、どこで誰に看取られていくのか、本人の希望に沿った体制作りが社会的な課題となっている。

　本研究は、在宅看取りにおける専門職の支援に関する研究状況を明らかにし、その動向と課題を分析することを目的とした。

先行研究をキーワード/検索式「在宅看取り」で収集し、検討を行った。検索の結果、抽出された対象文献は 29 件であった。

全て実証研究が占めていた。アドバンス・ケア・プラニング（ACP）に基づいた支援から家族支援、医療・介護・福祉の多職

種連携まで多様であり、事例検討と質的調査で探究されていた。

　本研究の結果から本人の意向に添えるようACPの取り組みが多く見られ、家族の介護力がある場合に医療・介護・福祉のチー

ムで在宅看取りに対する支援が行われていた。しかし、独居高齢者など社会的つながりが弱い高齢者に対する支援について

は研究の数が少なく、看取りの前からソーシャルサポートネットワークの構築をすることで在宅で最後まで過ごせる支援の充実

が課題としてあげられる。
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Sciences,Yokohama National University

Abstract
  In Japan, the number of deaths increases year by year as the population ages. The death rate in hospitals accounts for 80%, while 

about 60% of citizens researched desire to die in their own home. However, it is difficult to provide appropriate medical care take 

at home and concurrently it has become more difficult to secure a home care provider. The number of senior citizens with weak 

social connections is also increasing, and it has become a social problem to build a system that meets their needs regarding where 

they wish to be taken care of at the end of their life. This study aims to clarify the research situation and to analyze the associated 

trends and issues.

  The literature on the end of life care support at home by multiple occupations that has been published in Japan was found using 

the keywords and search expression “The end of life care support at home”.

  The number of subject literature extracted in this research was twenty-nine. All was empirical studies. Advance Care Planning 

(ACP)-based support, family support, and multi-occupational collaboration of medical care, nursing-care and welfare, all of which 

were explored using case studies and qualitative research methodology.

  In this study, many initiatives of ACP were found to have been made to meet the needs of the individual and in the case of family 

care capability, support for home care was being carried out by medical and nursing care and welfare teams. However, there are 

few researches on the end of life care support for the elderly living alone so enhancing support for their home care remains an 

issue. 
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1. 研究背景

　日本では団塊の世代が75歳以上となる2025年に

は超高齢社会が到来し、医療と介護の両方を必要と

する人口が急増する。また、2016 年には約130万人

であった死亡者数が2025 年には約150万人に増加

すると見込まれている¹。これは同時に多死社会も

到来し、看取り先の確保が困難となることを意味して

いる。

　厚生労働省の「人口動態統計」²によると亡くなる

場所はそれまで 8割以上の人が自宅で亡くなってい

たが、1976 年には病院と逆転し、現在はおよそ80 

%を病院が占める。一方で終末期医療に関する調査

³では、国民の約 60％は治る見込みのない病気に

なった場合の最期を迎える場所として自宅を希望し

ているが、同時に最後まで自宅での療養は困難であ

るとの結果が示されている。国民の意識調査はこの

看取る場所について、実際と国民の意向とずれが生

じている現状を示している。

　看取りが病院化されてきた中で、身近に死を経験

したことがない人々が増え、自宅で最期を過ごしたい

と希望しても本人や家族に知識はなく、介護力も低

下しているため、困難と感じてしまう状況が起きてい

る。そこで国は重度な要介護状態になっても住み慣

れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続け

ることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生

活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステム

をそれぞれの地域の現状に応じた実現をすすめてい

る⁴。このシステムの中で行われる在宅の看取りにお

いて、療養を支える家族や親族、地域住民だけでは

なく、医師、看護師、医療ソーシャルワーカー、ケ

アマネジャー、介護士など医療・介護・福祉の専門

職がそれぞれの組織において横断的にチーム形成を

し、協働しながら一人一人の高齢者を個別的に柔軟

に支援していくことが求められている。

　しかし、長年、医療の現場では「治す医療」に主

軸が置かれ、専門職の縦断的な関わりで看取りのあ

り方が決まることがあり、現在は地域包括ケアシステ

ムが掲げる「治し支える医療」への変換の過渡期で

あるといえる。在宅看取りも一部の熱意のある専門

職が牽引してきたこともあり、専門職の在宅看取りに

対する関心や知識にはばらつきがある。チーム形成

の在り方や地域に展開されていく手法はそれぞれが

模索しており、今後も多くの研究が取り組まれていく

ことが期待されている。

　また、その専門職の支援の中で意思決定支援、ア

ドバンス・ケア・プランニング（ACP）が果す役割は

ますます重要になっている。終末期にある本人や家

族は意識がはっきりしていない状態や葛藤や不安の

中で残りの人生をどう生きたいか、重大でかつ困難

な選択を迫られることになる。ACPは将来の意思決

定能力の低下に備えて、本人の意向をかなえるため

に話しあうプロセス全体を指すものとされている⁵。

厚生労働省も2018 年に｢人生の最終段階における

医療・ケアの 決定プロセスに関するガイドライン｣⁶

を策定している。人生の最終段階における医療・ケ

アの在り方は「医師等の医療従事者から適切な情報

の提供と説明がなされ、それに基づいて医療・ケア

を受ける本人が多専門職種の医療・介護従事者から

構成される医療・ケアチームと十分な話し合いを行

い、本人による意思決定を基本としたうえで、人生

の最終段階における医療・ケアを進めることが最も

重要な原則」とされている。本来は終末期に至る前

にこのACPが徐々に行われている状況であれば、時

間が限られていることや状態が厳しい中での選択と

はならない可能性があるが、現状では終末期となっ

てから直面することが多い。そのような中でも医療・

ケアチームとの話し合いは「本人の意思は変化しうる

もの」として、本人のあいまいで揺れる気持ちはいつ

でも表出でき、そのまま受けとめて共有されていく支

援のプロセスが繰り返し求められている。このような

専門職が行っている支援に関して、その実際の動向

と課題を考察していくことはどうすれば自宅で最期を

迎えたいというニーズに合致し、高齢者のクォリティ・

オブ・デスひいてはQOLを高めることにつなげられる

のかについて明らかにすることができる。

　さらに家族や地域といった社会的つながりが弱い

独居の高齢者も増加しており、どこで誰に看取られ

ていくのか、本人の希望に沿った体制作りといった社

会的な課題の解消に対しても貢献できると考える。

2. 研究目的

　本研究では、在宅看取りにおける専門職の支援に

関する研究の動向と課題を明らかにすることを目的と
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して系統的文献レビューを行った。

3. 研究方法

　専門職の在宅看取り支援に関する先行研究を調査

するために国立情報学研究所が運営する学術情報

データベース「CiNii」の検索エンジンを用いて論文

検索を行った。キーワード/検索式は「在宅看取り」

とし、検索期間は 2009 年から2018 年の10 年間を

対象として、2019 年 2月から9月まで実施した。選

択基準としてはキーワードを含む学術論文、原著論

文等を採用し、二次・三次文献や講演・会議録、実

践・活動報告、重複論文等は除外した。本研究では、

特に高齢者の在宅看取りにおける専門職の支援につ

いて焦点化したいため、小児分野と専門職の支援に

分類されない内容に関してはその他として除外した。

さらに地域包括ケアシステムにおいて「在宅」の定

義は、「『在宅』とは現役世代から住んでいる自宅に

限定されるものでなく、介護が必要になっても住み

続けることができる集合住宅などに住み替えることも

含んだ広義の概念である」⁷とされているが、本研究

では集合住宅等での看取りは含まず、「在宅」とは「現

役世代から住んでいる自宅」を指すものとした。「在

宅看取り」は上林ら（2016）が定義した「有料老人ホー

ム、高齢者住宅や特別養護老人ホームなどを含めな

い在宅、すなわち自宅での看取り」⁸を意味するもの

として採用した。また、在宅看取りに至るプロセス

において、支援内容を急性期の治療が安定して病院

から在宅へ移行する期間の支援を「在宅移行支援」、

在宅で過ごす期間の支援を「在宅継続支援」とした。

　分析方法は Garrard(2012）⁹のマトリックス方式

を参考に行った。具体的には、15のトピックス（論

題、著者、刊行物、出版年月、研究種類、テーマ、

専門職種、背景、目的、調査対象、調査方法、調

査結果、考察の成果と限界、今後の課題、支援内容）

を項目立てして、レビュー・マトリックスを作成した。

トピックごとに縦列的に文献の内容を精読し、在宅

看取りの支援に関する動向と今後の課題を分析して

考察した。

4. 結果

4.1 文献の概要

　国内で公表された「在宅看取り」に関する先行文

献を収集し、抽出された対象文献は151件であった。

2009 年～2018 年までの10 年間を研究数が年間数

件であった第1期（2009 年～2012 年）、年間10 数

件に増えた第2期（2013 年～2015 年）、年間20～

30 数件に増加した第 3期（2016 年～2018 年）の3

つのグループに細分化して、それぞれの動向や特徴

など検討を加えることとした。文献件数は経年につ

れて増加傾向であった。

　選考基準に則り、対象文献を精査した結果、第1

期（2009 年～ 2012 年）は 22件の内、実践・活動

報告12件、講演・会議録 2件、総説 2件、小児1件、

その他１件で18件が除外条件に該当し、4件の文献

を採択した。第2期（2013年～2015年）は43件の内、

実践・活動報告23件、講演・会議録 3件、総説 3件、

小児1件、その他 3件、重複文献1件で 34件が除

外条件に該当し、9件の文献を採択した。第3期（2016

年～2018年）は 86 件の内、文献研究 2件、実践・

活動報告43件、講演・会議録7件、総説 5件、小

児1件、その他11件、重複文献1件が除外条件に

該当し、16 件の文献を採択した。膨大に実践や活

動の報告がされていたが、最終的に条件を満たした

文献 29 件を対象として採択した。

　Garrard(2012）のマトリックス方式を参考にして

文献一覧表を作成した。（表1）

　研究テーマは概要から最も適していると考えた「家

族支援」、「在宅看取りの実態」、「多職種連携・地域

連携」、「在宅看取りへの準備」、「在宅看取りの困難

感」、「意思決定支援」、「地域の文化的影響」の７つ

のテーマに分類した。

　「家族支援」については7件あり、在宅看取りケア

を主介護者として支える家族の現状から家族にとっ

ての意味が考察されていた。がん終末期高齢者世帯

に対する家族支援と介護サービスを受けながら在宅

看取りケアを支える家族の現状についてや第3期に

は介護体験に焦点をあてて在宅看取りを経験した介

護者のプロセスをたどって、家族への支援が検討さ

れるようになっていた。終末期がん療養者の満足な

在宅看取りを行った配偶者の介護体験から満足でき

る看取りとはなんであるのか、在宅看取りを実現する

ための支援方法の一つとして家族介護者へのセルフ

マネジメントついて研究されていた。

　テーマの中で「在宅看取りの実態」に関する研究
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が10 件と最も多く、各年代で見られた。専門職が

所属する組織の中で在宅療養支援診療所や訪問看

護ステーション、病院型在宅医療での実態について

論じられていた。その中でも訪問看護師による実態

が多かった。対象疾患と世帯状況については、独居

がん症例、85歳以上の超高齢者などがん疾患と超

高齢者、独居について触れられていた。在宅で看取

られた現状と在宅看取りを希望せず病院で亡くなっ

た症例についての比較や訪問看護師の地域包括ケア

システムにおける看取り支援について、がん患者が望

んだ場所で療養することを実現するために症状コント

ロールや急変時の経過と対応について言及されてい

るものもあった。在宅看取りのプロセスを時系列にし

て分析したものも見られた。

　「多職種連携・地域連携」のテーマは３件あり、

訪問看護ステーションと在宅療養支援診療所との連

携の実態、診療所の在宅医療の実態から地域連携

の課題、在宅看取りケアにおける多職種連携に関す

る地域的な課題があげられていた。

　「在宅看取りへの準備」については 2件あり、介

護者の不安に対して「看取りのパンフレット」を用い

て効果を明らかにすること、在宅看取りの準備教育

について訪問看護師の役割が明らかにされていた。

　「在宅看取りの困難感」については１件で訪問看

護師の在宅看取りの支援時の困難感が述べられてい

た。

　「意思決定支援」については第2期から見られる

ようになり、5件あった。その内2件で高齢者の在

宅看取りにおける訪問看護師の倫理的意思決定のプ

ロセスが述べられていた。また、別に訪問看護師に

よる意思決定支援も1件見られた。疾患別では非が

ん患者へのアドバンス・ケア・プランニング（ACP）の

プロセスと具体的支援についてと在宅看取りを可能に

した家族の意思決定プロセスを辿ったものがあった。

　「地域の文化的影響」を検討する文献が１件あり、

在宅看取り支援に関わる専門職のサポートにおける

地域の文化的影響について検討されていた。

　研究方法の種類の分別は 29 件の全てが実証研究

であった。

　調査研究手法の内訳は 29 件中、半構造化インタ

ビュー（半構成的面接、半構造化面接）が11件と

最も多く、その次にアンケート調査（質問紙調査、

質問紙郵送調査、自己記入式アンケート調査、自記

式質問紙調査）が9 件であった。その他は事例研

究が４件、症例集積研究が3件、混合研究（アンケー

ト調査と半構造化インタビュー、症例集積研究と聞

き取り調査）が2件であった。

　研究の分析方法の内訳は半構造化インタビュー（半

構成的面接、半構造化面接）の11件の質的分析の

内、逐語録による分析1件、語りの抽出からカテゴ

リー化した分析１件、逐語録からカテゴリー化した分

析２件、逐語録を帰納的に分析し、カテゴリー化に

よって仮説生成型の分析１件、M-GTAを用いた分析1

件、逐語録から共通している内容を抽出して分析し

た研究１件、質的帰納的分析1件、カテゴリー化し

た分析1件、質的演繹的内容分析法１件、影響に着

目して分析した研究が1件見られた。

　アンケート調査（質問紙調査、質問紙郵送調査、

自己記入式アンケート調査、自記式質問紙調査）の

９件の量的分析の内、SPSSを用いた分析が 6 件と

最も多かった。内訳としてはｔ検定とχ２検定による

分析が3件、因子分析と一元配置分散分析と重回

帰分析による分析1件、クロス集計とχ２検定と一元

配置分散分析、Tukey　HSD 法による多重比較分析

1件、因子分析と一元配置分散分析が１件であった。

その他として単純集計による分析が2件、χ２検定と

Fisherの直接確立法を用いた分析が1件見られた。

　事例研究の4件の内 2件は分析方法に関する記

載がなかったが、1件は看護記録からデータの抽出

による経過と要因の分析、1件は逐語録による質的

分析でナラティヴ・アプローチを用いていた。

　症例集積研究の3件で 2件は分析方法に関する

記載がなかったが、1件はエクセル 2013による量的

分析を用いて行われていた。

　混合研究の2件の内、アンケート調査に関しては

量的にクロス分析して行い、半構造化インタビュー

調査は逐語録による質的分析を行っていた。もう1

件の症例集積研究に関しては分析方法に関する記載

がなかったが、聞き取り調査は語りの抽出から質的

に分析していた。

　表1では特に高齢者の在宅看取りに向けて、どの

専門職がどのような支援を行ったかについて調査結

果や考察の成果から支援内容を在宅移行支援や在

宅継続支援として区分けした。以下でその点に焦点
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を当てて各期の文献の動向について述べていく。

4.2 第 1 期（ 2009 年～ 2012 年） の文献の動向

　この時期には、2009（平成 21）～2010（平成 22）

年の「地域包括ケア研究会報告書 -今後の検討のた

表１　在宅看取りに関するレビュー ・マトリックス
No. 著者･出版年 テーマ 専門職種 目的 調査対象 調査方法 調査結果 考察の成果と限界 支援内容

1

杉琴さやこ、古賀
友之、西垣千春
（2009）

在宅療養や在宅看取りが
家族にとっての意味【家
族支援】

医療ソーシャ
ルワーカー

在宅看取りを可能にする条件や在宅
療養における課題を明らかにする

自宅あるいは病
院で亡くなった
患者の家族

アンケート調査（ク
ロス分析）とインタ
ビュー調査

看取り場所に影響を与える要因は患者、家族
の希望、病院の場合は症状の変化が影響して
いた

在宅療養において代替介護者の存在や家族
ケアに重点を置いたサポートが重要である

在宅移行支援、在
宅継続支援

2

藤川あや、小林恵
子、飯吉令枝、平
澤則子（2011）

訪問看護ステーションに
おける在宅療養支援診療
所の連携の実態【多職種
連携・地域連携】

訪問看護師 訪問看護ステーションにおける在宅
療養支援診療所の連携の実態を明ら
かにする

訪問看護ステー
ションの管理者

質問紙郵送調査（量
的分析）

訪問看護ステーションは90％以上が24時間
対応していたが、在宅死亡率は在宅療養支援
診療所から指示を受けている方が有意に高
かった

在宅療養支援診療所との情報共有と意見交
換の内容の9割は本人の症状、病状で本人や
家族の意向や看取りに対しては半数以下で
あった

在宅継続支援

3

若林和枝、湯沢八
江（2011）

訪問看護ステーションが
行なった在宅での看取り
の提供実態【在宅看取り
の実態】

訪問看護師 在宅での看取りの実態を疾患別（が
んと非がん）に死亡7日前から死亡日
までの訪問看護の提供状況を合計時
間と合計回数から比較検討する

訪問看護ステー
ションの管理者
と臨終に立ち
会った訪問看護
師

質問紙郵送調査（量
的分析）

訪問看護ステーションでは1ヶ月間に平均1.6
（±1.2）人の看取りを行なっていた。疾患
別に比較した所、年齢、利用期間、提供時間
に有意差が認められた

在宅医と訪問看護師が共に家族への精神的
な支援を行なっていく必要がある。訪問看
護師は特にがん患者の進行する症状への予
測や処置とともに家族への対応に多くの労
力と時間を割いている実態が明らかになっ
た

在宅継続支援

4

北畑美津子、古林
典子、藤本久美
（2012）

介護者の不安に対する
「看取りのパンフレッ
ト」の効果【在宅看取り
への準備】

訪問看護師 「看取りのパンフレット」の効果を
明らかにし、今後の終末期看護の示
唆を得る

在宅看取りを行
なった末期癌患
者の介護者

半構成的面接（質的
分析）

看取りのパンフレットを配布することで不安
が軽減した介護者がいた

パンフレットを配布したことで状態の変化
がイメージでき、患者の変化に適切に対応
できるようなった効果が見られた。しか
し、不安の程度の比較・検討は事例が少な
い

在宅継続支援

5

秋山美紀、武林亨
（2013）

診療所による在宅医療の
実施状況と地域連携の課
題【多職種連携・地域連
携】

医師 診療所による在宅医療の実施状況の
把握と課題の認識を明らかにする

診療所 質問紙調査（量的分
析）

地域の看取りは在宅療養支援診療所の届け出
を行っていない診療所群が24時間体制を構
築して支えている

看護・介護に関わる他施設とのカンファレ
ンスの実施割合が高く、地域連携、多職種
連携の重要性が示唆された

在宅継続支援

6

佐藤明美、加藤晴
子、片倉直子
（2013）

がん終末期の高齢者世帯
に対する看取りまでの支
援【家族支援】

訪問看護師 在宅療養継続が困難と判断された終
末期の利用者、介護者、家族に訪問
看護が看取りまで支援した経過を振
り返り、在宅での看取りを可能にし
た要因を明らかにする

訪問看護ステー
ションの利用者
とその家族

事例研究 利用者と家族は話し合う中で在宅で過ごした
いという思いを叶えたいと気持ちの変化があ
り、その変化の時期に合わせて病状安定のた
めの利用者支援と家族への支援と突発的な事
象に対応した支援を行っていた

家族の「利用者の意思を尊重したい」とい
う気持ちを支える看護が重要である。病状
安定への関わりに加え、家族間調整の役割
も重要である。看護師の関わりが家族自身
の持つ力を引き出し、家族それぞれが役割
を果すことにつながり、在宅で看取るまで
に至った。しかし、本事例のみの研究であ
るため、一般化するには限界がある

在宅移行支援、在
宅継続支援

7

石川美智（2013） 在宅看取りに携わる訪問
看護師の困難感【在宅看
取りの困難感】

訪問看護師 在宅看取りに携わる看護師が臨終期
に困難と捉えた経験を明らかにする

訪問看護ステー
ションの訪問看
護師

半構成的面接（質的
分析）

在宅看取りを希望する療養者・家族を支える
関わりを軸とし、臨終を見据えた働きかけの
不十分さがありながらも早急な対応をとって
いた。しかし、個々の努力ではどうすること
もできない、意外な死の成り行きを気に病む
様子も見られた

看護師の困難感を解消するためには専門的
な知識・技術、連携・調整、臨終の場にお
ける法的課題があげられた。しかし、在宅
看取り率が低い地域であること、研究協力
者の経験数に差があり、結果に反映してい
る可能性が指摘されていた

在宅継続支援

8

市原利晃、佐藤浩
平、後藤和也

在宅看取りの現状と在宅
看取りを希望せず病院で
亡くなった症例について
検討【在宅看取りの実
態】

医師 在宅療養を経験した癌末期患者のう
ち、在宅看取りの現状のまとめと在
宅看取りを希望せず、病院で亡く
なった症例について検討

在宅療養を経験
した癌末期患者

症例集積 死亡場所は自宅が最も多いが、福祉施設での
看取り症例が増加していた。また、再入院と
なった理由は家族の希望が最も多かった

介護力の低下や病院のベッドの減少傾向か
ら、福祉施設を在宅療養の選択肢の一つと
して発展させる必要がある。その後の不安
が解消できるよう早期からの在宅医療への
切り替えが信頼関係を強め、在宅看取りを
可能にする要因となる

在宅移行支援、在
宅継続支援

9

川上　理子
（2014）

高齢者の在宅看取りにお
ける訪問看護師の倫理的
意思決定のプロセス【意
思決定支援】

訪問看護師 訪問看護師が高齢者の在宅看取りで
出会う価値の対立や不確かな状況が
どのようなものかを明らかにする

高齢者の在宅看
取りに関わった
経験のある訪問
看護ステーショ
ンに勤務する訪
問看護師

質問紙調査（量的分
析）

在宅看取りにおいて､ 『生命維持に関わる医
療処置 の選択』 が求められる状況､ および
選択肢に対する『優先度への感受性のずれと
迷い』 のある状況 で､ 倫理的意思決定の必
要性を認識していた

選択肢に対する 『優先度への感受性のずれ
と 迷い』 のある状況については､ 経験の豊
かな看 護師のほうが倫理的意思決定を必要
だと認識している割合が低かった

在宅継続支援

10

三上ゆみ、畑本英
子、道繁由香里、
日谷美加、米井千
夏（2015）

介護サービスを受けなが
ら在宅看取りケアを支え
る家族の現状【家族支
援】

ケアマネ
ジャー

A 県中山間地域における在宅介護の看
取りを支える家族の現状を調査した
結果から地域ごとの介護ニーズを明
らかし，今後の看取り支援 を考察す
る

在宅介護サービ
スを受けながら
自宅での看 取り
介護を過去 ２
年から現在まで
に経験した家族

自己記入式アンケー
ト調査（単純集計）

①自宅で完結するだけではなく迷いながら最
後は病院や施設へゆだねるケースが多くある
②医療的な管理のための往診，訪問看護の利
用の割合が高く， 家族はいつでも急変に大
きな不安，葛藤を抱えている③在宅を選択す
る理由は本人・家族の希望が多く， 支える
ものは家族の協力，福祉サービスの利用が大
きく影響する④サービス提供者は家族の相談
できる相 手として大きな役割を担っている

家族は大きな不安を抱いているため、医療
的な対応を強く求めていた。 地域格差をな
くし 安心して医療的サポートの充実が課題
である。また介護者は自身の健康 にも不安
を抱えて看取りを支えており，サービスの
拡充 とまだ利用していない家族には介護
サービスが浸透することが望まれる

在宅移行支援、在
宅継続支援

11

秋山正子（2015） 地域包括ケアにおける看
取り【在宅看取りの実
態】

訪問看護師 在宅看取りの実現を推進するために
必要なことを在宅看取りの事例のプ
ロセスで明らかにする

訪問看護におけ
る在宅看取りの
事例

事例研究 老衰の経過ではフレイル（虚弱状態）の考え
方にも言及でき、残される家族も納得のいく
見送り方ができる。在宅看取りの経験知は、
自宅以外の生活の場での看取りの推進にも参
考となる

できるだけ住み慣れた地域で暮らし続ける
ことを支援するには地域包括ケアが実際に
稼働する地域をつくることが必要であり、
そのための窓口として「暮らしの保健室」
は実践しつつ、働きかける機関として発展
してきた

在宅移行支援、在
宅継続支援

12

嵯峨﨑泰子
（2015）

在宅看取りにおける意思
決定支援【意思決定支
援】

看護師 在宅医療に関してセカンドオピニオ
ン事例を通して意思決定支援の一助
になることを期待する

在宅医療に関す
るセカンドオピ
ニオン事例

事例研究 どのような状況下でも患者・家族の多様な価
値観を尊重する中で意思決定支援は行われる
ものである。価値観への配慮もなく、ベルト
コンベア式にスタートする在宅医療の現場は
その行き場を喪失している

意思決定支援者としての看護師は患者自身
がどう生きたいかを可能な限り表現できる
よう症状コントロールに努め、本人や家族
と関係者の共通認識を維持するためのコー
ディネーションを行なうことが求められる

在宅移行支援、在
宅継続支援

13

高橋文、山田和
美、清水多恵子
（他）（2015）

病院型在宅医療提供の実
態【在宅看取りの実態】

医師 訪問診療の導入後5年余りが経過し、
訪問看護ステーション、居宅介護支
援事業所を有する病院型在宅医療の
実態を把握する

訪問診療患者 症例集積研究（量的
分析）

経過中、死亡終結した112例の導入開始年齢
は、65歳以上の高齢者がおよそ9割を占め、
患者の主たる疾患は悪性新生物であった。訪
問看護回数と訪問期間の分析から、訪問機関
に比して訪問看護利用回数が多い患者群には
自宅ではなく、病院で終結する傾向が見られ
た

在宅診療開始した高齢者は終末期患者の割
合が高く、急変時にいつでも入院が可能で
あるという保証のもとに在宅医療サービス
が導入された。訪問期間が短い割に訪問看
護回数の多い患者群は、病状が重篤かつ不
安定であり、家族の不安や介護力が追いつ
かず、病院で終結する傾向がある。一方で
期間が長く、利用回数が少ない患者は慢性
疾患で症状コントロールがされ、介護力も
高く、在宅看取りとなる傾向がある

在宅継続支援

14

橋本孝太郎、鈴木
雅夫、田中宗雄、
矢野順子、岩淵良
枝、須田たくみ、
池田恵子、田中嘉
章、田中純一
（2016）

がん患者が望んだ場所で
療養することを実現する
ために症状急変時の経過
と対応【在宅看取りの実
態】

医師 在宅療養中の終末期がん患者におけ
る致死的出血事例を調査する

在宅緩和ケアを
提供し死亡した
がん患者のう
ち，致死的出血
が契機で死亡の
転帰をたどった
患者

症例集積 いずれ も出血発症時は医療者が立ち会え
ず，6 例は自宅死亡，1 例は止血目的に入院
したが入院中に死亡した。6 例は致 死的出血
より 24 時間以上前に同部位の出血エピソー
ドがあった．医療者が止血を試みたもの、止
血剤を投与した もの、鎮静薬を投与したも
のはそれぞれ 1 例ずつであった。自宅死亡の
6 例は事前に在宅看取りの意向を確認してい
た

在宅療養中の終末期がん患者において，致
死的出血を起こした場合にできることは限
られており，事前 に出血時の対応について
話し合っておくことの重要性が示唆され
た。単施設の症例集積研究であり、一般化
しているとはいえない。

在宅継続支援

15

鶴若麻理、大桃美
穂、角田ますみ
（2016）

非がん患者へのACPのプ
ロセスと具体的支援【意
思決定支援】

訪問看護師 在宅看取りを支援する訪問看護師に
よる高齢者の意向確認のタイミング
と援助の分析を通し て、アドバン
ス・ケア・プランニングのプロセス
と具体的支援 を考える

65歳以上で同居
の家族がいる非
がんの事例で３
年以上の訪問看
護経験者

ガイドを用いた半構
造化面接（質的分
析）

訪問看護師が意向確認をする在宅ケア開始
時、日々のケア、身体状況の変化、終末期、
家族らの介護負担、家族の不十分な介護力の
状況とタイミングが抽出され、繰り返し意向
確認が行われていた。看護師は意図的に働き
かけるだけでなく、思い から意向を引き出
すタイミングに繋げていた。看護師は関係性
に対して支援 を行い、療養者の意向や希望
を第一に意思決定を促すようサポートし、エ
ンドオブ ライフケアの提供を行っていた

ACPを 支援する看護師にとって、日常のケ
アを大切にし、医学的知識に裏打ちされた
アセスメントから導き出される見通力と、
信頼を築き療養者や家族の意思を表出させ
るためのコミュニケーション力が重要であ
ると示唆された

在宅移行支援、在
宅継続支援
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16

上林孝豊、小笠原
文雄、田實武弥、
臼井曜子、小笠原
真雄（2016）

在宅看取りを行った独居
がん症例に対する在宅緩
和ケア【在宅看取りの実
態】

医師 在宅看取りを行った独居がん症例に
施されていた在宅緩和ケアの実態を
調査する

在宅看取りを
行った独居のが
ん患者

症例集積と聞き取り
調査（量的分析）

独居の中には天涯孤独のものから、家族支援
が得られるものまで様々な形態があり、支援
の程度にはかなりの差がある実態がある。在
宅緩和ケアを行うには往診医、訪問看護のみ
でなく、生活を支援する公的、非公的なサー
ビスを積極的に利用していた

高い在宅看取り率を確保することができる
のは緩和ケアに精通した医師、看護師が
チーム医療のもとに介護福祉系サービスや
ボランティアと積極的に連携を図りながら
在宅緩和ケアを提供していることにある。
単一施設の少数例でのレトロスペクティブ
であるため、他に当てはまらない可能性が
ある

在宅継続支援

17

桶河華代（2016） 在宅看取りを可能にした
家族の意思決定のプロセ
ス【意思決定支援】

訪問看護師 在宅看取りを可能にした 事例を取り
あげ、家族の語りに焦点を当てて看
取りの選択の要因とその家族の語り
からどのように介護の場の意思決定
プロセスに関わっているのかを明ら
かにする

医療者と家族の
支援を受けて在
宅での看取りを
可能にした家族

半構造化面接による
インタビュー調査
（質的分析）

在宅看取りを可能にした家族の語りから、介
護の場の意思決定過程への関与者は、被介護
者、主介護者、家族、親族、知人、職場の
人、家族会の非専門職者 で病院の医師、看
護師が専門職者であった。可能にした要因
は、両親・配偶者の介護体験や介護が必要な
状態の認識があること、介護の場を選択して
調整し、決定できたことがあげられた

介護の場の意思決定プロセスで地域性を考
慮した人的・経済的・制度との調整がその
後の在宅療養でおこる急変時の対応 を容易
にすることが示唆された

在宅移行支援
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和田幸子、谷口里
江、橋本陽子、松
浦和美、大谷愛
子、植村小夜子
（2016）

在宅介護と看取りを経験
した介護者の支援【家族
支援】

訪問看護師 看取り後の介護者にインタビューを
行い、看取りまでの介護者の思いと
在宅介護で望む支援を明らかにする

在宅介護を経て
看取りを経験し
た介護者

半構成的面接（質的
分析）

介護者の思いと在宅介護で望む支援を示すカ
テゴリーとして、【在宅介護・看取りに繋が
る覚悟】【要介護者との絆】【一人ではない
安心感】【正しい病状理解と症状コントロー
ル】【看取り経験】が抽出された。【在宅介
護・看取りに繋がる覚悟】【要介護者との
絆】は要介護者と介護者間との感情要因であ
り、【一人ではない安心感】【正しい病状理
解と症状コントロール】は介護者が望む支援
要因が集約され、【看取り経験】は感情要因
と支援要因が共通していた。

介護者の持ち備えている要介護者への感情
と支援者による充実した在宅支援が看取り
経験に影響を及ぼすと考えられた。対象者
が少数なため、すべての思いと望む支援の
一般化は難しいが、在宅と病院での比較検
討も有効であると示唆された

在宅継続支援
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桶河華代（2017） 在宅看取りをどのように
行ったかの時系列の分析
【在宅看取りの実態】

訪問看護師 親を在宅で看取った女性の事例から
どのように在宅看取りを可能にした
のかを明らかにする

在宅で看取りを
した介護者

事例研究（ナラティ
ヴ・アプローチ）

親を自宅に引き取る時から看取るまでを 3 つ
の時間に区分した。父親の病院死からきょう
だいとの断絶が起こり、家族の関係に変化が
あった。娘が主介護者になり、訪問サービス
を利用し、在宅ケアチームを自ら調整して作
成した。その後、サービスに不満をもち訪問
看護師とケアマネジャーの変更をすることに
よって、満足のいく在宅看取りを実現してい
た

長い介護と在宅看取りには≪母親による病
院死の拒絶≫という意思決定と A さんの≪
主介護者の覚悟≫が必須だった。介護の始
まりから≪在宅ケアチーム形成≫を行い、
医療と介護のサービスを利用した。しか
し、サービスの質が問われ、最終的に A さ
んの≪調整力≫によって≪介護に余裕≫が
でき、在宅の≪看取りに満足≫につながっ
た

在宅移行支援、在
宅継続支援
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尾形由起子、岡田
麻理、檪直美、野
口忍、山下清香、
松尾和枝、眞崎直
子、三徳和子
（2017）

終末期がん療養者の満足
な在宅看取りを行った配
偶者の介護体験【家族支
援】

訪問看護師 終末期がん療養者の満足な在宅看取
りを行えた配偶者の体験を明らかに
する

療養者の希望に
沿い在宅で看
取ったことに満
足している配偶
者

半構造化面接（質的
分析　M-GTA）

満足な在宅看取りを行った配偶者の介護体験
は《在宅療養の選択と意思決定》と《終末期
がん療養者のための主体的介護》の段階がみ
られた。体験を分析していくと配偶者の主体
的な介護プロセスが浮上した

配偶者は、療養者の望む生き方を尊重しな
がら、医療者の支援を得て主体的な介護を
行い、継続させ、在宅看取りに至ってい
た。介護の経験を通して、自らの生き方を
意味づける支援や意思決定を促していくた
めの多職種が協働し支援していくことが必
要である。しかし、非がん療養者や配偶者
以外の家族による在宅看取りにおいての適
用には限界がある

在宅移行支援、在
宅継続支援
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齋藤琴子（2017） 在宅看取りにおける主介
護者の体験過程と家族支
援【家族支援】

訪問看護師 在宅で看取った介護者の体験の語り
から、『在宅看取りを選択する過
程』、『在宅看取りの過程』、『在
宅看取り後の過程』を明らかにし、
在宅看取りにおける家族支援につい
て検討する

訪問看護を利用
して在宅で看取
りを行った死別
後約1年から2年
経過している主
介護者

半構造化面接による
聞き取り調査（質的
分析）

『在宅看取りを選択する過程』では、療養者
にとって望ましいことが家族間で統一されて
いた。『在宅看取りの過程』では困難を解決
することで覚悟が揺らぐことがなく、看取り
の期間を長いと思っていなかった。『在宅看
取り後の過程』では、主体的に看取った体験
によって遺族ケアを必要とせず、日常生活を
送ることができた

家族の「自ら主体的に看取りを成し遂げよ
うとする力」が明らかになった。「家族の
つながる力」と「日常生活を送り続ける
力」を見い出し、育むことの必要生が示唆
された。その力を軸として在宅療養に関わ
る専門職同士が協働して家族を支援してい
くことが求められる

在宅移行支援、在
宅継続支援
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剣持桂子、江川美
穂、吉村こずえ
（2017）

在宅看取りの準備教育と
訪問看護師の役割【在宅
看取りへの準備】

訪問看護師 在宅医療を受けていた主介護者の在
宅看取りに対する気持ちと訪問看護
師の役割を明らかにする

在宅看取りを経
験し半年以上経
過した主介護者

半構成的面談による
インタビュー調査
（質的記述的研究）

療養者の在宅療養への希望と介護・在宅看取
りの経験が主介護者の意思決定に影響してい
た。主介護者にとって準備教育を開始する適
切な時期は看取りの同意書の確認後であっ
た。主介護者はパンフレットを用いた準備教
育だけでなく、訪問看護師からの声かけが支
えになっていた

訪問看護師は共に考え、主介護者の経験を
把握しつつ、気持ちを受け止めながら意思
決定の支援をしていくことが求められてい
る。主介護者が必要とする準備教育を行
い、現状を受け入れられるように支援して
いく必要がある。療養者と主介護者の両者
を支援し、身近な存在として信頼関係を築
いていくことが大切である

在宅移行支援、在
宅継続支援
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尾形由起子、檪直
美、小野順子、吉
田恭子、杉本みぎ
わ、阿部久美子、
岡田麻理（2017）

在宅看取り実現のための
セルフマネジメントに対
する支援方法【家族支
援】

保健・福祉・
医療関連の多
職種（在宅
医、訪問看護
師、病棟看護
師、 介護支援
専門員、ソー
シャルワー
カー、保健
師）

家族介護者が在宅見取りの実現に向
けてのセルフマネジメント力を発揮
するための支援方法を検討する

保健・福祉・医
療関連の多職種
（在宅医、訪問
看護師、病棟看
護師、 介護支援
専門員、ソー
シャルワー
カー、保健師）

半構造化面接（質的
分析）

［在宅看取りを選択肢としてもちたいかどう
か夫婦間で確認すること（を支援する）］、
［在宅看取りを選択肢として考え退院のタイ
ミングをつかむ（ことができるようにす
る）］、［かかりつけ医に在宅医となっても
らう（ようにする）］、［在宅看取りを選択
する際に訪問看護の存在が重要であることを
知っておく（ようにする）］、［在宅看取り
を行う上で必要な情報をもつ（ことができる
ようにする）］、［自分（家族介護者）の介
護サポートとなる社会資源が活用できる（よ
うにする）］、［家族しかできないことがあ
ること（に気付けるようにする）］という
コードが明らかになった。

入院時から在宅での療養のイメージを持て
るように多職種の援助は始まり、医療の継
続が図れるように退院移行時にそれぞれの
職種の機能に対する理解を促していく。
日々の介護の中ではフォーマルなサポート
とインフォーマルなサポートを組合わせた
支援方法を提示し、家族ならではの貴重な
時間を得ることになるなどの効果をあわせ
て伝える。在宅療養で家族介護者がセルフ
マネジメントを発揮するためには、場面に
応じた支援を受ける必要がある。2つの地域
に限定された多職種の支援方法の検討にと
どまったことがあげられる

在宅移行支援、在
宅継続支援
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図師由里子、田中
耕太郎（2017）

在宅の看取りケアにおけ
る地域的な課題【多職種
連携・地域連携】

クリニック医
師、訪問看護
師、介護支援
専門員、医療
ソーシャル
ワーカー

福岡市中央区で地域包括ケアシステ
ムを推進するために医療・介護・福
祉の専門職4職種が当面している在宅
の看取りケアにおける地域的な課題
を検証する

クリニック医
師、訪問看護
師、介護支援専
門員、医療ソー
シャルワーカー

アンケート調査（量
的分析　SPSS統計解
析）

在宅の看取りケアにおける地域的な課題は専
門職の看取り支援の経験・実践不足と24時
間対応可能なサービス体制の不備であり、独
居・老々・認々の介護への支援とそれを支え
るために必要な多職種連携の不十分さであっ
た。

在宅看取りを実現するためには、①専門職
が看取りの支援について学習機会を持ち自
発的な活動や研修の実施、②地域のつなが
りを補う細やかなサービスのシステム化、
③看取るという事に対する地域の理解を促
進するための啓発活動、④専門職の顔のみ
えるネットワークの形成が必要である

在宅移行支援、在
宅継続支援
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坂口治、佐藤貴
久、片山延哉、森
幸太郎、新谷りょ
う介（2017）

85歳以上の超高齢者の在
宅看取りの可能性【在宅
看取りの実態】

医師 救急センターに搬送された、85歳以
上の院外心肺停止（OHCA)症例を検
討し、自宅で看取れた可能性を探る

85歳以上の
OHCAおよび80
～84歳の目撃の
ないOHCA

アンケート調査（量
的分析　SPSS統計解
析）

85歳以上のOHCA症例で目撃のあるOHCA
群の自己心拍再開ROSC率は37.1％であった
のに対し、目撃のない場合は1.9％であっ
た。また、家族の2/3は自宅での看取りを希
望していた

目撃のない85歳以上のOHCA症例は自宅で
の看取りは可能であるが、そのためには医
師・患者・家族間のアドバンス・ケア・プ
ラニングによる意思統一や地域医療連携
ネットワークシステム作りが重要である

在宅継続支援
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川上理子（2017） 高齢者の在宅看取りにお
ける訪問看護師の倫理的
意思決定のプロセス【意
思決定支援】

訪問看護師 高齢者の在宅看取りにおける訪問看
護師の倫理的意思決定のプロセスで
「倫理的意思決定における分析」は
どのような因子構造と特徴をもち、
看護師の要因とどのような関連があ
るかを明らかにし、課題を明確にす
る

高齢者の在宅看
取りに関わった
経験のある訪問
看護ステーショ
ンに勤務する訪
問看護師

質問紙調査（量的分
析　SPSS統計解析）

高齢者の在宅看取りにおいて、訪問看護師は
『状況に関連する主観的・客観的事実の把
握』、『状況に関わるものを明確にする権限
の考慮』、『状況の整理による倫理的決定の
性質と内容の明確化』、『状況が存在する場
の社会的意味の探求』を行っていた。影響要
因としては「訪問看護経験」や「在宅看取り
頻度」という訪問看護師の経験があった

在宅での看取りは生活の場のケアであるこ
と、看取りという生命を扱う倫理的な側面
を持っていることからより社会的な意味を
考える事が重要である。在宅看取り頻度の
高い看護師はケアを実施するだけでなく、
それが意味することや実施していること、
今後の予測などの情報をきちんと伝えるこ
とを重要だと捉えていた

在宅移行支援、在
宅継続支援
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清水民枝、田城孝
（2018）

訪問看護利用者の最期に
関する実態調査【在宅看
取りの実態】

訪問看護師 在宅看取りを希望する訪問看護利用
者が、主治医が不在でも検死になら
ず、安心して安楽に最期を迎えられ
るように、検死に至った事例の背
景、原因を明らかにし、今後の課題
を探る

訪問看護ステー
ション管理者

自記式質問紙調査
（単純集計、意味内
容ごとに分類）

検死に至った背景には高齢の非がん利用者が
多く、同意を得る段階の前に急な病状変化で
死に至っていた

急変時の対応は事前にしっかりとした情報
提供や主治医と訪問看護の連携体制の構築
やマニュアルの見直しがあげられる。主治
医が不在時でも看護師との連携で検死を防
ぐ可能性がある。24時間対応体制は患者家
族の満足度は高いが、看護師の負担軽減も
考慮する必要がある

在宅継続支援
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大賀有記、木戸宣
子、小原眞知子、
福山和女（2018）

在宅看取り支援に関わる
専門職のサポートにおけ
る文化的影響について
【地域の文化的影響】

ソーシャル
ワーカー

独居高齢者を含めた在宅支援を行う
CLSC　Rene-Cassinのホームケア
チームにおけるソーシャルワー
カー、およびチームメンバーに対す
るサポート体制を明らかにする

CLSC　Rene-
Cassinのソー
シャルワーカー
とスーパーバイ
ザー

半構造化インタ
ビュー（質的演繹的
内容分析法）

支援の社会的位置を構成する地域文化サブシ
ステムがソーシャルワーカーの役割行為と連
動していることが明らかになった。地域文化
サブシステムが特に専門職の思考および業務
のサポート体制に大きな影響を与えていた

死の捉え方自体に文化的影響が大きいた
め、看取り支援や緩和ケアに関わる専門職
には地域文化を十分に考慮したサポートを
することが必要である。サポート方法とし
ては、スーパービジョンやコンサルテー
ション、チームカンファレン等において死
生観を取り上げることが有効であった

在宅移行支援、在
宅継続支援
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齋藤千秋（2018） 訪問看護による在宅看取
り支援【在宅看取りの実
態】

訪問看護師 診療所における在宅看取りにおい
て、訪問看護師が療養者や家族にど
のように関わり、その経験から終末
期ケアについてどのように思考した
のか、訪問看護や訪問診療の実践が
地域住民にどのような影響を与えた
のかを明らかにする

訪問看護師 半構造化インタ
ビュー（質的分析）

訪問看護師は「療養者主体」の医療の提供、
意思決定支援、療養者家族の希望に添ったケ
アの実践を重視していた

在宅看取りは地域住民の日常的な健康管理
と連続した医療の提供のひとつであり、外
来診療や訪問の積み重ねによって構築され
た信頼関係が在宅看取りに生かされている
ことがわかった

在宅移行支援、在
宅継続支援
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めの論点整理」の中で「地域包括ケアシステム」は

「ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした

上で、生活上の安全・安心・健康を確保するために、

医療や介護のみならず、福祉サービスを含めた様々

な生活支援サービスが日常生活の場（日常生活圏域）

で適切に提供できるような地域での体制」と定義さ

れている10。

　実務では、現在においても「地域包括ケアシステム」

は在宅看取りの動向を検討するにあたり、大きなト

ピックスであるが、この期間では研究への直接の影

響は見られなかった。

　専門職の内訳は急性期病院の医療ソーシャルワー

カー（MSW）が1件、3件は訪問看護ステーションの

訪問看護師によるものであった。

研究テーマは「家族支援」が1件で在宅療養や在宅

看取りが家族にとっての意味（杉琴他 2009）11、「多

職種連携・地域連携」が1件で訪問看護ステーショ

ンにおける在宅療養支援診療所との連携の実態（藤

川他 2011）12、「在宅看取りの実態」が1件で訪問看

護ステーションが行った在宅での看取りの提供実態

（若林他 2011）13、「在宅看取りへの準備」が1件で

介護者の不安に対する「看取りのパンフレット」の効

果（北畑他 2012）14 が取り上げられていた。

　専門職の支援として、杉琴(2009)はまず病院の退

院支援をする中で在宅療養や在宅看取りを選択する

ことに影響を与える要因は患者、家族の希望であり、

病院で亡くなった場合は症状の変化が影響している

ことを明らかにしていた。在宅療養の選択には家族

ケアに重点を置いたサポートが必要であり、代替介

護者の存在や緊急時には入院できる施設を確保して

おくことが家族の安心感につながるとしていた。今後

は必要なケアを見極め、状況に応じて支援を導入で

きる医師やソーシャルワーカーの育成の必要性が指

摘されていた。藤川(2011)は在宅療養支援診療所と

訪問看護ステーションとの情報共有と意見交換の内

容の9割が病状についてであり、本人や家族の意向

や看取りに対しては半数以下であったとし、今後は

療養者と家族の QOLを高めるために積極的に意向や

看取りに関する支援を連携していく必要があるとして

いた。若林(2011)は訪問看護師が家族への対応に

多くの労力と時間を割いている実態があり、在宅医

と訪問看護師が共に家族への精神的な支援を行って

いく必要があると述べた。北畑(2012)は訪問看護

師の支援として看取りのパンフレットを配布したこと

で介護者が状態の変化をイメージでき、適切な対応

に結びついたとしていた。

4.3 第 2 期（ 2013 年～ 2015 年） の文献の動向

　この時期に 2007年に厚生労働省から発表されて

いた「終末期医療の決定プロセスに関するガイドライ

ン」が、2015年「人生の最終段階における医療の決

定プロセスに関するガイドライン」へと改定された。

これは「終末期」とは医学的判断に基づいた身体

の状態の判定であったのが、「人生の最終段階」は

医学的側面だけ決まるものでなく、人生を生きてい

る人間全体に注目した概念であるとされた 10。また、

2014 年にはこのプロセスガイドラインに則って「人生

の最終段階における医療体制整備事業」が開始さ

れ、人生の最終段階における医療にかかる適切な相

談体制のあり方を検討し、その体制を整備すること

を目的に行われるようになった 10。実務のこの変化

を受けて、意思決定支援や人生の最終段階への注目

が高まり、研究数の増加につながったと考えられる。

　専門職の内訳は総合病院の医師が1件、クリニッ

ク・診療所の医師が2件、訪問看護ステーションの

訪問看護師が4件、介護支援専門員（ケアマネジャー）

が１件、看護師の医療コーディネーションが1件で

あった。

　研究テーマは「多職種連携・地域連携」が1件で

診療所による在宅医療の実施状況と地域連携の課

題（秋山他 2013）15、「家族支援」が2件でがん終末

期の高齢者世帯に対する看取りまでの家族支援（佐

藤他 2013）16 と介護サービスを受けながら在宅看取

りケアを支える家族の現状（三上他 2015）17、「在宅

看取りの困難感」が1件で在宅看取りに携わる訪問

看護師の困難感（石川2013）18、「在宅看取りの実態」

が3件で在宅看取りの現状と在宅看取りを希望せず

病院で亡くなった症例検討（市原他 2013）19、訪問看

護師の地域包括ケアにおける看取り（秋山2015）20、

病院型在宅医療提供の実態（高橋 2015）21、「意思決

定支援」が2件で高齢者の在宅看取りにおける訪問

看護師の倫理的意思決定のプロセス（川上 2014）22

と在宅看取りにおける意思決定支援（嵯峨崎2015）23

と多岐にわたっていた。
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　専門職の支援としては、秋山(2015)は診療所で

は看護・介護とのカンファレンスの実施割合が高く、

多職種連携・地域連携の重要性が示唆され、地域

連携の体制の構築と課題の解決がQOLやケアの質に

役立つかどうかの検討が必要とした。佐藤(2013)は

訪問看護師の関わりが家族自身の持つ力を引き出し、

家族の役割を果すことで在宅看取りにつながったと

し、看護師の意図的な支援を適宜展開することが必

要と述べた。石川(2013)は訪問看護師の困難感の

解消には専門的な知識と技術、連携と調整、臨終

の場の法的課題をあげて、学習会の開催や看取りに

ついて話しあう場で連携の実態を明らかにすること

や看護師による死亡確認ができるよう制度上の改善

を求めた。知識や技術が取得できる学習の機会の確

保や多職種同士で看取りについて話しあう場や看護

師による死亡確認ができるようになることが困難感

の解消につながるとしていた。

　市原(2013)は死亡場所は自宅が最も多いが、福

祉施設での看取りが増加していることに触れて家族

の不安が解消できるよう早期から在宅医療に切り替

えることで心のケアにつながり、信頼関係を強めて

在宅看取りを可能にできると指摘した。川上(2014)

は在宅看取りのケアは倫理的側面があり、関係調整

やマネジメント、意思決定支援が必要であり、ベテ

ラン看護師の倫理的意思決定のプロセスを明らかに

する必要があるとした。三上(2015)は家族が大きな

不安と自身の健康にも不安を抱えているため、医療

的なサポートの充実とサービスの拡充を課題として

あげた。また、介護サービスに結びついていない家

族の現状についてサービス提供側の把握と家族の思

いを検討していく必要性について述べた。秋山(2015)

はできるだけ住み慣れた地域で暮らし続けることを

支援するためには地域包括ケアが実際に稼働する地

域をつくることが必要であり、その窓口として「暮ら

しの保健室」の実践と発展について述べ、地域包括

ケアシステムの推進は高齢者だけではなく、すべて

の生きづらさを抱えた人々に必要であり、地域づくり

へつながることに期待していた。嵯峨崎(2015)は意

思決定支援者としての看護師は患者自身がどう生き

たいかを表現できるよう症状コントロールに努め、本

人と本人が望む関係者の共通認識を維持するための

コーディネーションを行うことが求められると示唆し

た。また、患者や家族の思いや価値観よりも医療

者の経験値や価値観の優位性についても指摘してい

た。高橋(2015)は病院型在宅医療では訪問診療、

訪問看護から入院、転院、看取りまで切れ目なく提

供できるが、在宅医療の質を上げ、良質な療養環境

が提供できる病院となることを今後の課題としてあげ

ていた。

4.4 第 3 期（ 2016 年～ 2018 年） の文献の動向

　2018年に厚生労働省は「人生の最終段階の医療・

ケアの決定プロセスに関するガイドライン」として見

直し、本人の意思決定を基本として、医療職だけで

なく、介護職も多職種のチームの一員として話しあ

いを重ねることが明記された6。研究も一つの専門職

だけでなく、多職種のチームに焦点を当てた研究が

見られるようになってきた。

　専門職の内訳は総合病院の医師が１件、クリニッ

ク・診療所の医師が2件、訪問看護ステーションの

訪問看護師が10 件、ソーシャルワーカーが1件、多

職種のチームとして在宅医師、訪問看護師、病棟看

護師、介護支援専門員、ソーシャルワーカー、保健

師のグループが1件、クリニック医師、訪問看護師、

介護支援専門員、医療ソーシャルワーカーのグルー

プが1件見られた。

　研究テーマは、「在宅看取りの実態」が6 件で在

宅終末期がん患者が望んだ療養場所を実現するため

に症状急変時の経過と対応（橋本他 2016）24、在宅

看取りを行った独居がん症例に対する在宅緩和ケア

の実態（上林他 2016）25、在宅看取りの時系列の分析（桶

河2017）26、85歳以上の超高齢者の在宅看取りの可

能性（坂口他 2017）27、訪問看護利用者の最期に関

する実態調査（清水他 2018）28、訪問看護による在

宅看取り支援（齋藤 2018）29 であった。「意思決定支

援」は3件で非がん患者へのACPのプロセスと具体

的支援(鶴若他 2016)30、在宅看取りを可能にした家

族の意思決定のプロセス（桶河2016）31、高齢者の在

宅看取りにおける訪問看護師の倫理的意思決定のプ

ロセス（川上 2017）32、「家族支援」が 4件で在宅介

護と看取りを経験した介護者の支援（和田他 2016）

33、終末期がん療養者の満足な看取りを行った配偶

者の介護体験(尾形 2017)34、在宅看取りにおける主

介護者の体験過程と家族支援（齋藤 2017）35、在宅
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看取り実現のための家族介護者のセルフマネジメン

トに対する支援方法（尾形他 2017）36 であった。「在

宅看取りの準備」は1件で在宅看取りの準備教育と

訪問看護師の役割（剣持他 2017）37、「多職種・地域

連携」も1件で在宅看取りケアにおける多職種連携

に関する地域的な課題（図師他 2017）38、「地域の文

化的影響」も1件で在宅看取り支援に関わる専門職

のサポートにおける文化的影響（大賀他 2018）39 が取

り上げられていた。

　専門職の支援に関しては、橋本(2016)は在宅療

養中の終末期がん患者においては事前に出血時の対

応について家族と話し合っておくことの重要性を示し

た。鶴若（2016)は非がん患者へのACPを支援する

看護師にとって、日常のケアを大切にし、医学的知

識から裏打ちされたアセスメントから導き出される見

通力と信頼を築いて療養者や家族の意思を表出させ

るためのコミュニケーション力が重要であると示唆

し、今後は ACPのプロセスを明らかにしていくことが

課題であると述べていた。上林(2016)は高い在宅

看取り率を確保するためには緩和ケアに精通した医

師、看護師がチーム医療のもとに介護福祉系サービ

スやボランティアと積極的に連携を図りながら在宅

緩和ケアを提供することであると述べた。桶河(2016)

は介護の場における意思決定プロセスでは地域性を

考慮した人的、経済的、制度との調整がその後の在

宅療養でおこる急変時の対応を容易にすることが示

唆された。和田(2016)は介護者の持ち備えている要

介護者への感情と支援者による充実した在宅支援が

看取り経験に影響を及ぼすと明らかにした。

　桶河(2017)は長い介護と在宅看取りには本人の

意思決定と主介護者の覚悟が必須であり、在宅ケア

チームを形成して医療と介護のサービスを利用して

いたが、サービスの質が問われ、主介護者の調整力

で余裕ができ、在宅の看取りに満足できたことが明

らかになった。尾形(2017)も配偶者は療養者の望

む生き方を尊重しながら、医療者の支援を得て主体

的な介護を行い、継続させ在宅看取りに至った。介

護の経験を通して自らの生き方を意味づけする支援

が必須であり、意思決定を促していくためには多職

種が協働して支援していくことが必要であるとした。

齋藤(2017)も家族が自ら主体的に看取りを成し遂げ

ようとする力を明らかにし、在宅療養に関わる専門

職同士が協働して家族のつながる力や日常生活を送

り続ける力を見い出し、育むことができるよう支援し

ていく必要があるとしていた。剣持(2017)は訪問看

護師が主介護者と共に考え、経験を把握し、気持ち

を受け止めながら意思決定の支援をしていくことが必

要であると述べた。さらに主介護者が必要としてい

る準備教育を行い、現状を受け入れられるように支

援していく必要があり、療養者と主介護者の両者を

支援し、身近な存在として信頼関係を築いていくこ

とが大切であるとした。尾形(2017)は多職種との調

査から在宅での療養のイメージを持てるように入院

時からの多職種の援助が必要であるとし、退院移行

時にそれぞれの職種の機能に対する理解を促してお

くことも必要であると指摘した。多職種の支援を受

け、終末期までの在宅療養におけるプロセスの中で

家族介護者がセルフマネジメントを発揮するために

はプロセスに応じた支援を受ける必要があるとした。

図師(2017)も多職種への調査で在宅看取りの実現

には専門職の自発的な学習や地域のつながりを補う

細やかなサービスのシステム化、地域の看取りの理

解の促進、専門職の顔のみえるネットワークの形成

が必要であると示した。坂口(2017)は 85歳以上の

院外心肺停止症例も自宅での看取りも可能であるが、

医師・患者・家族間のアドバンス・ケア・プランニン

グによる意思統一や地域医療連携ネットワークシス

テム作りが重要であるとした。川上(2017)は在宅で

の看取りは生活の場のケアであり、生命を扱う倫理

的な側面があるとした。看護師はケアを実施するだ

けでなく、社会的な意味を考えることや今後の予測

などの情報をきちんと伝えることが重要であると捉え

ていた。

　清水(2018)は急変時の対応では事前の情報提供

や主治医が不在でも死亡確認が可能となるよう主治

医と訪問看護の連携体制の構築やマニュアルの見直

しが検死を防ぐ可能性があるとした。しかし、24時

間対応体制は患者家族の満足度は高いが、看護師

の負担軽減も必要であるとしていた。大賀(2018)は

死の捉え方自体に文化的影響が大きく、看取り支援

や緩和ケアに関わる専門職には地域文化を十分考慮

したサポートをすることが必要であると指摘した。齋

藤(2017)は在宅看取りは地域住民の日常的な健康

管理と連続した医療の提供のひとつであり、外来診
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療や訪問の積み重ねによって構築された信頼関係が

在宅看取りに生かされると明らかにした。

　在宅看取りにおける専門職の支援に関する研究の

動向を測るために各期における経年変化を研究テー

マと支援内容から抽出した。(表 2)

　結果として、在宅看取りの実態を明らかにすること

に多くの研究が行われていたが、家族支援や意思決

定支援も増加傾向にあることがわかった。支援内容

からは在宅看取りに至る支援のプロセスが在宅で過

ごす期間の支援にとどまらず、急性期から移行期へ

の支援を踏まえた連続して行われる支援として捉え

られていることがわかった。

5. 考察

　ここでは3つの時期に注目しながら文献のレビュー

第1期（4件） 第2期（9件） 第3期（16件） 全体（29件）
家族支援 1 2 4 7
在宅看取りの実態 1 3 6 10
多職種連携・地域連携 1 1 1 3
在宅看取りへの準備 1 0 1 2
在宅看取りの困難感 0 1 0 1
意思決定支援 0 2 3 5
地域の文化的影響 0 0 1 1
在宅移行支援 0 0 1 1
在宅継続支援 3 4 5 12
在宅移行支援+在宅継続支援 1 5 10 16

研究テーマ

支援内容

表 2　各期における研究テーマと支援内容の内訳

から見出された専門職の支援に関して、在宅看取り

に向けた在宅移行期の支援と在宅看取りに至る継続

支援について考察していく。

5.1 在宅移行支援について

　在宅移行支援のみ言及していたのは桶河（2016）

の研究だけであったが、在宅移行支援を踏まえて在

宅継続支援につなげていった研究は16 件見られて

いる。在宅看取りに向けた在宅移行支援は、入院中

の病院で治療の選択だけではなく、どこでどのよう

に過ごしたいのかといった意思決定支援を基に希望

する場所への退院支援が行われている。専門職は

本人や主介護者とこれまでの生活課題への対処の仕

方や病気や介護、死に対する経験等で本人、家族

がそもそも持っている力を把握し、気持ちを受け止

めながら時間が限られている中で意思決定の支援を

していくことが求められている。その支援は療養者と

主介護者の両者に向けられ、入院した時からすぐに

多職種がチームで関わることで療養生活のイメージ

が持てるように働きかけをしていた。在宅移行時に

はそれぞれの専門職の役割や機能が理解されている

ことで問題や不安への解決の糸口ができ、その後の

地域の専門職に引き継がれる支援に大きく影響する。

この時期に本人や家族の不安に向き合い、葛藤に気

づき、共に考えてサポートするという姿勢を示すこと

ができないと容易に本人の望まない場所への療養の

選択を促してしまうことになる。第1期で杉琴(2009)

が指摘していたように在宅療養への移行時には本人

の希望はもとより家族ケアとして家族へのサポートが

大きな影響を与える。介護者に負担が集中しないよ

うに代替家族者を探しておくことや何かあったらすぐ

に受け入れできる入院や施設を提示しておくことで状

況を見極め、どんな状況にも対応できるような下支

えを想定して整えていくことが求められる。このよう

に柔軟に対応できる力を持った専門職の育成の重要

性を指摘していると考えられる。

　第2期で佐藤（2013)も訪問看護師が行った家族

支援の重要性を明らかにしていた。支援には継続的

な支援、時期に応じた支援、突発的な支援の重要

性が述べられていたが、専門職は援助技術として家

族をエンパワメントする力、タイミングを見極める力、

突発的なことが起きても冷静に対処する力が求めら

れているといえる。移行時に家族が抱える不安を解

消するためには市原(2013)や三上(2015)が指摘する
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ように医療的支援への早めの切り替えやサービスの

拡充を図ることで家族との信頼関係を築き、家族の

力を強めて在宅看取りを可能にする環境作りをしてい

くことが必要である。嵯峨崎(2015)も意思決定支援

にはまずは症状コントロールで本人が自分の思いを

表出できるようにすることとしていたが、専門職にとっ

てまずは本人自身に語ってもらうことができるように

する働きかけが求められている。専門職は経験に照

らしてしまったり、価値観を押しつけたりする一方的

なパターナリズムに陥らないようあくまでも伴走者と

しての認識を常に意識化していくことも重要である。

　第3期に入るとさらに意思決定支援であるアドバ

ンス・ケア・プラニング（ACP）が大きなテーマになっ

ていた。鶴若(2016)も指摘していたように ACPでは

見通す力とコミュニケーション力を専門職の援助技

術として身につけておくべきものである。桶河(2016)

は意思決定プロセスでは地域性を考慮した人的、経

済的、制度との調整がその後の在宅療養でおこる急

変時の対応を容易にするとし、医療的なサポートの

十分な土台のうえに援助関係を円滑に構築しながら

急変を予測した統合的な支援が専門職には求められ

ているといえる。さらに齋藤（2017）が指摘したよう

に主介護者が満足できる看取りを実現するためには、

本人の意思決定と主介護者の覚悟は必須の要件であ

り、主介護者が主導した調整力が在宅の看取りへの

満足度につながるとしていた。意思決定を促していく

ためには家族が自ら主体的に看取りを成し遂げようと

する力を掘り起こす支援が必要となる。これはあくま

でも意思決定支援の主体は本人、家族であり、専門

職は本人、家族の力を整理し、引き出して発揮でき

るようなエンパワメント機能や時間を作り出すタイム

マネジメントが重要であることを示している。

　地域性という観点で大賀(2018)は死の捉え方自体

に文化的影響が大きいとし、看取り支援や緩和ケア

に関わる専門職には地域文化を十分考慮したサポー

トをすることが必要であるとしていた。今後の課題と

して在宅移行支援時にその地域の文化や死生観を踏

まえて支援をしていく意識は専門職に欠かせない視

点であると考える。

　なお、海外の文献レビューでは、高齢者の終末期

にかかる意思決定を行う家族の判断基準や判断材

料，意思決定への影響要因が国外で蓄積されてきて

いる40。海外とは文化が異なるため、一概には適用

できないが、国内ではガイドラインが制定されたこと

で注目が集まり、近年研究数が増えているため、今

後日本でも明らかにされ、知見を蓄積していく必要

がある。また、諸外国では本人の意思が最重視され、

患者の権利や事前指示書に関する法律が制定されて

いるが、わが国では事前指示書の意義は認めるも書

面に残すという行為に心理的負担が伴うこと、医療・

ケアチームとの丁寧な話し合いを望んでいることが

明らかになっている41。

　これらのように家族が主介護の役割を十分発揮

し、それを専門職が支援できた場合、満足できる看

取りにつながっていくと言えるが、家族のサポートが

十分でない、もしくは家族がいない独居の高齢者の

場合、移行時の意思決定支援から本人の強い希望

だけが軸となり、終末期の在宅療養が選択肢となり

づらい現状もある。

5.2 在宅継続支援について

　在宅継続支援は支援に注目した文献は全部で12

件あり、在宅移行支援から在宅継続支援までの文献

は16件であった。在宅移行を経て看取りに至るまで

の間、在宅療養をどのように過ごすことができたか

によって、人生の最終段階の QOLに大きく影響する。

治療や療養が主目的である病院と違い、在宅は生活

の場で患者家族が主体となって医療や介護はあくま

でも生活の一部分である。専門職は病状が変化して

いく看取り期に向けた支援として、家族が不安や介

護疲れを解消し、在宅療養を継続できる方法を検討

していた。さらに時期を経ていくと在宅移行支援時

からどうすれば本人や家族が在宅療養の主体となる

のか、意向を引き継いだ連続した支援へと意識が変

化してきていた。

　第1期の頃は藤川(2011)の指摘したように診療所

と訪問看護ステーションとは医療的なやりとりや情

報のみが中心であり、本人や家族の価値観や死生観

などが絡む意向や看取りについての専門職の関心が

まだ少なかった状況を示していたと考える。しかし、

一方で若林(2011)は訪問看護師が家族への対応に

多くの労力と時間を割いている実態を明らかにし、

かけがえのない家族を看取る介護者の不安が軽減す

るよう積極的に精神的な支援を行い、在宅看取りに
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おいて重要な役割を果していた。また、同じ訪問看

護師の北畑(2012)は死に対する知識や経験の取得

が難しい現在の社会を鑑みて、介護者に看取りに向

けた状態の変化をわかりやすく伝わるようパンフレッ

トを作成した所、看取りのイメージが進み、適切な

対応に結びついた効果を示していた。専門職は病状

への対応だけでなく、社会の理解の度合いに応じて

それぞれが直面している状況を可視化できる工夫が

在宅療養を安定して継続するために求められている

といえる。

　第2期では、石川(2013)は訪問看護師が抱える

在宅看取りに関する困難感について述べていたが、

専門職が質の高い支援を恒常的に継続させていくこ

とは困難を伴うものである。専門職自身がエンパワ

メントできる手立てや仕組み作りを検討していくこと

も支援の継続には有効である。川上(2014)が指摘

するように在宅看取りのケアは死に直面するという倫

理的側面があり、専門職が多職種で協働する中でそ

れぞれが倫理的な課題として共有し、どのように対

処したのかを明らかにする場を設けることは支援の

プロセスを評価し、次の支援に成果をフィードバック

させることができる。特に経験を積んだ専門職が対

処した倫理的意思決定のプロセスを共有できるとそ

れぞれのキャリアに応じた専門職の教育の場として

機能すると考える。同時に秋山(2015)が述べていた

ように専門職の支援を常時切れ目なく提供できるよ

うにしていくためには、地域ごとにその地域に住む

人々が希求するサービスを独自にシステム化していく

ことも求められている。専門職が集う場で経験知が

積み重ねられ、新たな資源の創生までつなげていく

ことも重要である。

　第 3期では、家族や介護者の支援について、介

護体験のプロセスから研究したものが多く見られる

ようになってきた。和田(2016)は介護者の要介護者

への感情と支援者による充実した在宅支援が看取り

経験に影響を及ぼすと明らかにしていた。桶河(2017)

も在宅看取りには在宅ケアチームによる医療と介護

のサービスの質を主介護者自身が計り、調整するこ

とで余裕ができ、在宅の看取りに満足できたことが

明らかになった。尾形(2017)も配偶者は療養者の

望む生き方を尊重しながら、医療者の支援を得つつ、

主体的な介護を行って在宅看取りに至っていた。介

護者のそれまでの介護経験を通して自らの生き方を

振り返り、意味づけできるとそれを基にして意思決

定をできるような多職種の支援が必要であるとしてい

た。齋藤(2017)も家族が自ら主体的に看取りを成し

遂げようとする力を明らかにし、在宅療養に関わる専

門職同士が協働して家族のつながる力や日常生活を

送り続ける力を見出し、育むことができるよう支援し

ていく必要があるとした。これらは家族の主体性を

中心に専門職の下支えの支援が結果として満足した

在宅看取りにつながったことを示している。家族のグ

リーフ・ケアの観点からも悔いのない看取りを意識す

ることも重要である。

　また、がん患者の在宅看取りと非がん（難病）患

者の在宅看取りとは病気の軌道ががんのように急激

なものから、比較的症状がゆるやかに徐々に落ちて

いくため長期にわたる非がん疾患との間には支援に

違いが出ることが明らかになった。橋本(2016)は在

宅療養中の終末期がん患者は急変時の対応につい

て事前に家族と話し合っておくことの重要性を示唆

していたが、急変時に家族が慌てず、今後起こるこ

との予測を丁寧に伝えていくことは家族の無用な混

乱を防ぐことに有効である。独居がん患者の在宅看

取りを取り上げた上林(2016)は高い在宅看取り率を

確保するためには緩和ケアに精通した医師、看護師

がチーム医療のもとに介護福祉系サービスやボラン

ティアと積極的に連携を図りながら在宅緩和ケアを

提供することであると述べた。これは独居高齢者の

在宅看取りはフォーマル、インフォーマルサービスを

駆使した多面的にマネジメントする支援がないことに

はなし得ないことを表している。

　在宅療養が継続し、看取りの実現のために剣持

(2017)は主介護者が必要としている準備教育を行う

中で現状を受け入れられるような支援と信頼関係が

構築できると述べ、尾形（2017）は家族介護者がセ

ルフマネジメントを発揮するためにはプロセスに応じ

た支援を受ける必要があるとした。川上(2017)は在

宅での看取りは生活の場のケアであること、生命を

扱う倫理的な側面があり、その社会的な意味を考え

ることについて言及していた。専門職はケアやサービ

スを提供するだけではなく、それが社会的にはどん

な意味を持つのか、実施していることや今後の予測

などの正確な情報についてタイミングを逃さずに本人
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や家族にわかりやすく言語化して伝える役割を果す

ことが求められているといえる。

　第2期でも述べてきたように在宅看取りを実現す

るためには専門職に対するサポートシステム作りも

欠かせない。図師(2017)は専門職の自発的な学習

や地域のつながりを補う細やかなサービスのシステ

ム化、地域の看取りの理解の促進、専門職の顔の

みえるネットワークの形成が必要であると示唆してい

た。清水(2018)は急変時の対応では事前の情報提

供や連携体制の構築やマニュアルの見直しについて

述べたが、24時間対応体制は患者家族の満足度は

高いが、看護師の負担軽減も必要であるとした。大

賀(2018)もサポートの方法としてスーパービジョンや

コンサルテーション、チームカンファレンスで死生観

を取り上げていく必要があるとした。どれも地域の

資源である専門職を守りながら育成していくことは支

援の質を高めていくために早急に取り組んでいく必

要がある。

6. 結論

　本研究の結果から、在宅看取りに関する文献は主

として家族支援、在宅看取りの実態、多職種連携・

地域連携、在宅看取りへの準備、在宅看取りの困難

感、意思決定支援、地域の文化的影響の７つのテー

マに分類されることが明らかになった。今後さらに

増加すると予測されている在宅看取りの実現のため

に高齢者の自宅で最期を過ごしたいという希望に沿

えるよう本人や家族が持つ力を下支えしながらどこで

どのように過ごしたいかという意思決定支援を行い、

在宅移行の支援に取り組んでいた。在宅移行支援は

専門職の価値観や経験を優位にさせることなく、本

人の意向や価値観を中心に本人や家族が持つストレ

ングスが引き出せるよう援助技術を用いて支援を構

築することが重要であることが明らかになった。ま

た、在宅看取りへの準備を着 と々行い、多職種が協

働して連携し、時期を逃さないように在宅の療養が

継続できる支援を行っていた。在宅継続支援は主体

である本人、家族に伴走しながら不安や負担を少な

くし、先を予測しながら後悔のない在宅看取りの実

現を目指して行われていた。専門職は時に在宅看取

りに困難感を感じ、地域や専門職の死生観を踏まえ

た影響を受けながら支援を行っていた。専門職自身

がエンパワメントできる育成の場が重要であり、その

場を通して地域の特有の文化を踏まえて不足している

資源の創出を図り、地域へと還元して新しい在宅看

取りの文化を循環させて根付かせていくことも求めら

れている。しかし、独居高齢者など社会的なつなが

りが弱い高齢者に対する支援については研究の数が

少なく、独居であっても希望すれば在宅で看取られ

ることができるようにさらにソーシャルサポートネット

ワークのシステムの構築をいかにすることできるか、

在宅で最期まで過ごせる支援の充実と拡大が課題と

してあげられる。
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